
棚倉町公営企業会計予算書

令　和　８　年　度

福　島　県　棚　倉　町



上水道事業会計予算



議案第２０号
 

（総則）  
第１条　令和８年度棚倉町上水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。  

（業務の予定量）  
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。  
　(1)　給水人口　　　　　　　11,680人　　　　　　　　　　

　(2)　給水戸(件)数　　　 　　4,809戸（5,078件）  
　(3)　年間給水量　　 　　1,168,230㎥  
　(4)　一日平均給水量  　   　3,201㎥  
　(5)　主な建設改良事業　 配水管布設替工事（重要給水施設配水管更新事業）3ヶ所　φ100㎜ Ｌ＝435ｍ  
　　　　　　　　　　　　　上水道施設等改良更新工事  φ100㎜ Ｌ＝124ｍ　

（収益的収入及び支出）  
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。  
　　　　　　　　　収　　　　　　入　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　出  
　　　第１款　水道事業収益　　　　　361,665千円　　　　第１款　水道事業費用　　　　343,455千円  
　　　　第１項　営業収益　　　　　　304,193千円　　　　　第１項　営業費用　　　　　312,532千円  
　　　　第２項　営業外収益　　　 　　57,470千円　　　　　第２項　営業外費用　　　　 29,892千円  
　　　　第３項　特別利益　　　　 　　　　 2千円　　　　　第３項　特別損失　　　       　31千円  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　第４項　予備費　　　        1,000千円

（資本的収入及び支出）  
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額133,293千円は、当年  
　度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額7,078千円、過年度分損益勘定留保資金111,215千円及び建設改良積立金15,000千円  
　で補てんするものとする。)。

　　　　　　　　　収　　　　　　入　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　出  
　　　第１款　資本的収入      　   120,714千円         第１款  資本的支出          254,007千円  
　　　　第１項　企業債 　    　     95,400千円           第１項　建設改良費        128,789千円  
　　　　第２項　工事分担金           1,447千円           第２項　企業債償還金      125,218千円  
　　　　第３項　工事負担金           3,862千円  
　　　　第４項　固定資産売却代金       　1千円  
　　　　第５項　国庫補助金          20,004千円  

令 和 ８ 年 度 棚 倉 町 上 水 道 事 業 会 計 予 算



（企業債）  
第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。  

　5.0％以内

 
 
 
 
 

 
（一時借入金）  
第６条　一時借入金の限度額は、50,000千円と定める。  

（予定支出の各項の経費の金額の流用）  
第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。  
　(1)　営業費用、営業外費用、特別損失との間

 
（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）  
第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

　流用する場合は、議会の議決を経なければならない。  
　(1)　職員給与費　　　44,374千円  

（他会計からの補助金）
第９条　高料金対策等のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、40,000千円である。

（たな卸資産購入限度額）
第10条　たな卸資産の購入限度額は、2,133千円と定める。

令和８年３月５日　提出

棚倉町長　宮　川　政　夫

起　債　の　目　的 限度額（千円） 起債の方法 利　　率 償　還　の　方　法

計 95,400

重要給水施設配水管更新事業 証書借入

　40年以内（内据置5年以内）。ただし、財
政の都合により据置期間及び償還期限を短
縮し、又は繰上償還もしくは低利に借換え
することができる。

45,600

（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
場合においては、利
率の見直しを行った
後の利率）

施設等改良更新事業 〃 〃 〃49,800



令和８年度棚倉町上水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　入

予定額（千円） 備　　　考
１ 水道事業収益 361,665

１ 営業収益 304,193
１ 給水収益 292,316
２ 受託工事収益 1
３ その他営業収益 11,876

２ 営業外収益 57,470
１ 受取利息及び配当金 1
２ 他会計補助金 40,000
３ 長期前受金戻入 17,458
４ 雑収益 10
５ 消費税及び地方消費税還付金 1

３ 特別利益 2
１ 固定資産売却益 1
２ 過年度損益修正益 1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　出

予定額（千円） 備　　　考
１ 水道事業費用 343,455

１ 営業費用 312,532
１ 原水及び浄水費 126,541
２ 配水及び給水費 51,461
３ 受託工事費 1
４ 総係費 33,054
５ 減価償却費 100,360
６ 資産減耗費 1,114
７ その他営業費用 1

２ 営業外費用 29,892
１ 支払利息及び企業債取扱諸費 25,935
２ 雑支出 100
３ 消費税及び地方消費税 3,857

３ 特別損失 31
１ 固定資産売却損 1
２ 過年度損益修正損 30

４ 予備費 1,000
１ 予備費 1,000

款 項 目

款 項 目



資 本 的 収 入 及 び 支 出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　入

予定額（千円） 備　　　考
１ 資本的収入 120,714

１ 企業債 95,400
１ 企業債 95,400

２ 工事分担金 1,447
１ 工事分担金 1,447

３ 工事負担金 3,862
１ 布設替工事負担金 3,861
２ 移設工事負担金 1

４ 固定資産売却代金 1
１ 固定資産売却代金 1

５ 国庫補助金 20,004
１ 国庫補助金 20,004

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　出

予定額（千円） 備　　　考
１ 資本的支出 254,007

１ 建設改良費 128,789
１ 配水設備改良費 127,260
２ 営業設備費 1,529

２ 企業債償還金 125,218
１ 企業債償還金 125,218

款 項 目

款 項 目



１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 6,790

減価償却費 120,818

資産減耗費 4,523

長期前受金戻入 △ 17,458

貸倒引当金の増減額(△は減少) 16

賞与引当金の増減額(△は減少) △ 63

その他引当金の増減額(△は減少) △ 19

受取利息及び受取配当金(△は増加) △ 1

支払利息 25,935

固定資産売却益 △ 1

未収金の増減額（△は増加）　 3,461

未払金の増減額（△は減少） 0

その他流動負債の増減額（△は減少） 2,919

　　小計 146,920

利息及び配当金の受取額 1

利息の支払額 △ 25,935

業務活動によるキャッシュ・フロー 120,986

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の売却による収入 1

有形固定資産の取得による支出 △ 141,627

国庫補助金等による収入 18,185

他会計負担金等による収入 3,509

負担金・分担金による収入 1,316

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 118,616

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 95,400

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 125,218

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 29,818

資金増加額（又は減少額） △ 27,448

資金期首残高 105,348

資金期末残高 77,900

令和８年度棚倉町上水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

（単位：千円）



１　総括 （単位：千円）

特別職 一般職

(人) (人)

10 5 92 23,213 13,462 36,767 7,607

10 5 92 22,618 13,483 36,193 7,669

595 △ 21 574 △ 62

（単位：千円）

手当の

本年度 960 179 5,652 4,847 600 888 336 13,462

内 　訳
前年度 1,404 144 5,450 4,661 600 888 336 13,483

比　　較 △ 444 35 202 186 △ 21

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

職　　　員　　　数

法　 定
福利費

合　　　　　　計
報　酬 給　料 手　当 計

区　　　　　　　　　　分

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

44,374

43,862

512

本年度

前年度

比　較

通勤手当 期末手当 勤勉手当
超過勤務
手　　　当

区　　分 扶養手当 計
特別調整
手　　　当

特殊勤務
手　　　当

管 理 職
特勤手当

住居手当
宿 日 直
手　 　当



ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

特別職 一般職

(人) (人)

10 5 92 23,213 13,462 36,767 7,607

10 5 92 22,618 13,483 36,193 7,669

595 △ 21 574 △ 62

（単位：千円）

手当の

本年度 960 179 5,652 4,847 600 888 336 13,462
内 　訳 前年度 1,404 144 5,450 4,661 600 888 336 13,483

比　　較 △ 444 35 202 186 △ 21

イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

特別職 一般職

(人) (人)

（単位：千円）

手当の

本年度
内 　訳 前年度

比　　較

区　　分 扶養手当 計

比　較

超過勤務
手　　　当

特別調整
手　　　当

特殊勤務
手　　　当

通勤手当 期末手当 勤勉手当
管 理 職
特勤手当

本年度

前年度

比　較

本年度

前年度

区　　　　　　　　　　分

通勤手当区　　分 扶養手当

44,374

43,862

512

計

住居手当
宿 日 直
手　 　当

管 理 職
特勤手当

住居手当
宿 日 直
手　　 当

職　　　員　　　数 給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
法　 定
福利費

合　　　　　　計
報　酬 給　料 手　当 計

期末手当 勤勉手当
超過勤務
手　　　当

特別調整
手　　　当

特殊勤務
手　　　当

職　　　員　　　数

区　　　　　　　　　　分

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
法　 定
福利費

合　　　　　　計
報　酬 給　料 手　当 計



２　給料及び手当の増減額の明細

(千円) (千円)

 職員異動等そ の 他 の 増 減 分 △ 424

区　　分
増　　　減　　　額 増　　減　　事　　由　　別　　内　　訳

説　　　　　　　　　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　　考

給与改定の状況

昇 給 に 伴 う

手　　当 △ 21

制 度 改 正 に 伴 う
増 減 分

給　　料 595

給 与 改 定 に 伴 う

増 加 分

増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

前年

620

 職員異動等

給与の改定時期　令和7年４月１日

403

55 平均昇給率　　　　0.24％

△ 80

給料の改定率　　2.75％

 期末手当  213千円
 勤勉手当  186千円
 扶養手当     4千円



３　　給料及び手当の状況

ア　職員１人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

イ　初　任　給

（円）

平 均 給 料 月 額 376,440

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分
職 種

（ 事 務 ・ 技 術 職 ）

平 均 給 料 月 額 386,640

令和８年２月１日現在 平 均 給 与 月 額 437,120

平 均 年 齢 54.37

区 分 事 務 ・ 技 術 職 （円）
一 般 会 計 の 制 度

一 般 行 政 職

令和７年２月１日現在 平 均 給 与 月 額 426,640

平 均 年 齢 49.15

高 校 卒

大 学 卒

204,000

236,700

204,000

236,700



ウ　級別職員数

　（級別の標準的な職務内容）

区　　　　　　　　　　　　分

事　　　務　　　・　　　技　　　術　　　職

級
職員数 構成比

（人） （％）

令 和 ８ 年 ２ 月 １ 日 現 在

6　　　　　　級 1 20.0

5　　　　　　級 1 20.0

4　　　　　　級 3 60.0

3　　　　　　級

2　　　　　　級

1　　　　　　級

計 5 100.0

令 和 ７ 年 ２ 月 １ 日 現 在

6　　　　　　級 1 20.0

5　　　　　　級 1 20.0

4　　　　　　級 2 40.0

3　　　　　　級 1 20.0

2　　　　　　級

1　　　　　　級

計 5 100.0

事 務 ・ 技 術 職

1　　級

課　　　長 課長補佐
係　　　長
主任主査

主　　　査
技　　　査

主任主事
主任技師

主　　　事
技　　　師

区　　　　　　　　　　　分 6　　級 5　　級 4　　級 3　　級 2　　級



エ　期末手当　・　勤勉手当

オ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

カ　その他の手当

2.300 2.300 4.60

2.325

区 分
支　　　給　　　期　　　別　　　支　　　給　　　率 支　給　率　計

備　　　　　　　　考
6　　月　　　（月分） 12　　月　　　（月分） （月分）

4.65

その他の加算措置等 備　　考
（月分）

 　（   　   ）内は定年前再任用短時間勤務職員の標準的な支給率

区　　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最　高　限　度

（月分） （月分） （月分）

（2％～20％加算）

定年前早期退職特例措置

定年前早期退職特例措置
支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

住 居 手 当 同　　　　　　　　　　じ

通 勤 手 当 同　　　　　　　　　　じ

（2％～20％加算）

区　　           　      　分 一般会計の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶 養 手 当 同　　　　　　　　　　じ

一般会計の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709

(1.225) (1.225) (2.45)

本　　 　　年　　　 　度

前　       年       　度

一 般 会 計 の 制 度

(1.225) (1.225) (2.45)

(1.20) (1.20) (2.40)

2.325 4.65

2.325 2.325



令和８年度棚倉町上水道事業予定貸借対照表
（令和９年３月３１日）

（単位：千円）
　資　産　の　部

１　固定資産
　⑴　有形固定資産
　　イ　土地 37,062
　　ロ　建物 80,607
　　　　減価償却累計額 △58,483 22,124
　　ハ　構築物 5,934,831
　　　　減価償却累計額 △3,098,444 2,836,387
　　ニ　機械及び装置 529,694
　　　　減価償却累計額 △398,564 131,130
　　ホ　車両運搬具 1,193
　　　　減価償却累計額 △1,133 60
　　ヘ　工具器具及び備品 2,616
　　　　減価償却累計額 △2,360 256
　　ト　建設仮勘定 121,640
　　　有形固定資産合計 3,148,659
　⑵　無形固定資産
　　イ　ソフトウエア 3,258
　　　無形固定資産合計 3,258
　　　固定資産合計 3,151,917

２　流動資産
　⑴　現金・預金 77,900
　⑵　未収金 11,964
　　　貸倒引当金 △117 11,847
　⑶　貯蔵品 4,063
　⑷　その他流動資産 0
　　　流動資産合計 93,810
　　　資産合計 3,245,727



（単位：千円）
　負　債　の　部

３　固定負債
　⑴　企業債
　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,812,477
　　　企業債合計 1,812,477
　⑵　未払金
　　イ　その他未払金 0
　　　未払金合計 0
　　　固定負債合計 1,812,477

４　流動負債
　⑴　企業債
　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 128,624
　　　企業債合計 128,624
　⑵　未払金
　　イ　営業未払金 9,000
　　ロ　その他未払金 0
　　　未払金合計 9,000
　⑶　引当金
　　イ　賞与引当金 3,399
　　ロ　法定福利費引当金 682
　　　引当金合計 4,081
　⑷　その他流動負債 15,805
　　　流動負債合計 157,510

５　繰延収益
　⑴　長期前受金
　　イ　受贈財産評価額 35,639
　　　  収益化累計額 △20,282 15,357
　　ロ　補助金 431,203
　　　  収益化累計額 △101,150 330,053
　　ハ　その他長期前受金 789,896
　　　  収益化累計額 △560,100 229,796
　　　繰延収益合計 575,206
　　　負債合計 2,545,193



（単位：千円）
　資　本　の　部

６　資本金 407,969

７　剰余金
　⑴　資本剰余金
　　イ　受贈財産評価額 7,354
　　　資本剰余金合計 7,354
　⑵　利益剰余金
　　イ　減債積立金 12,521
　　ロ　建設改良積立金 14,410
　　ハ　当年度未処分利益剰余金
　　　　前年度繰越利益剰余金 236,490
　　　　その他未処分利益剰余金変動額 15,000
　　　　当年度純利益 6,790 258,280
　　　利益剰余金合計 285,211
　　　剰余金合計 292,565
　　　資本合計 700,534
　　　負債資本合計 3,245,727



注記

Ⅰ　重要な会計方針
１　固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産
・減価償却の方法 定額法による
・主な耐用年数
　建物 15～50年
　構築物  8～60年
　機械及び装置  8～20年
　車両運搬具 　　 5年
　工具器具及び備品  8～10年

(2)無形固定資産
・減価償却の方法 定額法による
・主な耐用年数
　施設利用権     20年
  ソフトウエア 5年

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法
　貯蔵品　先入先出法による原価法

３　引当金の計上方法
(1)退職給付引当金

　当町は、退職手当組合に加入しており、上水道事業会計は当該組合に掛金を拠出しているが、一般会計との取り決めにより、上水
道事業会計が当該組合に対して負担金を拠出して以降の追加的負担は全額一般会計において措置することとなっているため、上水道
事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。

(2)賞与引当金
　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい
る。

(3)法定福利費引当金
　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す
る額を計上している。

(4)貸倒引当金
　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

４　消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。



Ⅱ　その他の注記
１　貸倒引当金の目的使用による取り崩し

　当事業年度において、債権の不納欠損による損失に117千円を使用する見込みである。

２　賞与引当金の目的使用による取り崩し
　当事業年度において、令和7年12月分から令和8年3月分の期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金3,462千円を取り崩すこと
 としている。

３　法定福利費引当金の目的使用による取り崩し
　当事業年度において、令和7年12月分から令和8年3月分の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出するため、法定福利費引当金
 701千円を取り崩すこととしている。



令和７年度棚倉町上水道事業予定損益計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

（単位：千円）

１　営業収益

　⑴　給水収益 261,826

　⑵　受託工事収益 1

　⑶　その他営業収益 9,417 271,244

２　営業費用

　⑴　原水及び浄水費 114,510

　⑵　配水及び給水費 51,434

　⑶　受託工事費 1

　⑷　総係費 34,682

　⑸　減価償却費 104,597

　⑹　資産減耗費 3,431

　⑺　その他営業費用 11 308,666

　　営業利益 △37,422

３　営業外収益

　⑴　受取利息及び配当金 21

　⑵　他会計補助金 47,691

　⑶　長期前受金戻入 19,322

　⑷　雑収益 10 67,044

４　営業外費用

　⑴　支払利息 25,179

　⑵　雑支出 100 25,279 41,765

　　経常利益 4,343

５　特別利益

　⑴　固定資産売却益 1

　⑵　過年度損益修正益 1

　⑶　その他特別利益 0 2

６　特別損失

　⑴　過年度損益修正損 30

　⑵　固定資産売却損 1

　⑶　その他特別損失 0 31 △ 29

　　当年度純利益 4,314

　　前年度繰越利益剰余金 379,176

　　その他未処分利益剰余金変動額 15,000
　　当年度未処分利益剰余金 398,490



令和７年度棚倉町上水道事業会計予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

（単位：千円）
　資　産　の　部

１　固定資産
　⑴　有形固定資産
　　イ　土地 32,186
　　ロ　建物 80,607
　　　　減価償却累計額 △57,460 23,147
　　ハ　構築物 5,843,631
　　　　減価償却累計額 △3,015,896 2,827,735
　　ニ　機械及び装置 505,229
　　　　減価償却累計額 △391,492 113,737
　　ホ　車両運搬具 1,193
　　　　減価償却累計額 △1,133 60
　　ヘ　工具器具及び備品 2,616
　　　　減価償却累計額 △2,360 256
　　ト　建設仮勘定 134,166
　　　有形固定資産合計 3,131,287
　⑵　無形固定資産 0
　　イ　ソフトウエア 4,344
　　　無形固定資産合計 4,344
　　　固定資産合計 3,135,631

２　流動資産
　⑴　現金・預金 105,348
　⑵　未収金 15,425
　　　貸倒引当金 △101 15,324
　⑶　貯蔵品 4,063
　⑷　その他流動資産 0
　　　流動資産合計 124,735
　　　資産合計 3,260,366



（単位：千円）
　負　債　の　部

３　固定負債
　⑴　企業債
　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,845,701
　　　企業債合計 1,845,701
　⑵　未払金
　　イ　その他未払金 0
　　　未払金合計 0
　　　固定負債合計 1,845,701

４　流動負債
　⑴　企業債
　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 125,218
　　　企業債合計 125,218
　⑵　未払金
　　イ　営業未払金 9,000
　　ロ　その他未払金 0
　　　未払金合計 9,000
　⑶　引当金
　　イ　賞与引当金 3,462
　　ロ　法定福利費引当金 701
　　　引当金合計 4,163
　⑷　その他流動負債 12,888
　　　流動負債合計 　 151,269

５　繰延収益
　⑴　長期前受金
　　イ　受贈財産評価額 35,639
　　　  収益化累計額 △19,730 15,909
　　ロ　補助金 413,018
　　　  収益化累計額 △92,304 320,714
　　ハ　その他長期前受金 785,069
　　　  収益化累計額 △552,040 233,029
　　　繰延収益合計 569,652
　　　負債合計 2,566,622



（単位：千円）
　資　本　の　部

６　資本金 407,969

７　剰余金
　⑴　資本剰余金
　　イ　受贈財産評価額 7,354
　　　資本剰余金合計 7,354
　⑵　利益剰余金
　　イ　減債積立金 12,521
　　ロ　建設改良積立金 13,410
　　ハ　当年度未処分利益剰余金
　　　　前年度繰越利益剰余金 233,176
　　　　その他未処分利益剰余金変動額 15,000
　　　　当年度純利益 4,314 252,490
　　　利益剰余金合計 278,421
　　　剰余金合計 285,775
　　　資本合計 693,744
　　　負債資本合計 3,260,366



注記

Ⅰ　重要な会計方針
１　固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産
・減価償却の方法 定額法による
・主な耐用年数
　建物 15～50年
　構築物 8～60年
　機械及び装置 8～20年
　車両運搬具 5年
　工具器具及び備品 8～10年

(2)無形固定資産
・減価償却の方法 定額法による
・主な耐用年数
　施設利用権 20年

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法
 貯蔵品　先入先出法による原価法

３　引当金の計上方法
(1)退職給付引当金

　当町は、退職手当組合に加入しており、上水道事業会計は当該組合に掛金を拠出しているが、一般会計との取り決めにより、上水
道事業会計が当該組合に対して負担金を拠出して以降の追加的負担は全額一般会計において措置することとなっているため、上水道
事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。

(2)賞与引当金
　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい
る。

(3)法定福利費引当金
　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す
る額を計上している。

(4)貸倒引当金
　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

４　消費税及び地方消費税の会計処理
 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。



附　　　　属　　　　資　　　　料



(単位：千円)

予　定　額

１ 水 道 事 業 収 益 361,665
１ 営 業 収 益 304,193

１ 給 水 収 益 292,316 水道使用料 278,664
１ 水 道 使 用 料 278,664 量水器使用料 13,652
２ 量 水 器 使 用 料 13,652

２ 受 託 工 事 収 益 1 存目 1
１ 新 設 工 事 収 益 1

３ その他営業収益 11,876 給水装置工事設計審査及び竣工検査手数料 633
１ 手 数 料 633 雑収益 1
２ 雑 収 益 1
４ 他会計受託収益 11,242 11,242

２ 営 業 外 収 益 57,470
１ 受取利息及び配当金 1 存目 1

１ 預 金 利 息 1
２ 他 会 計 補 助 金 40,000 一般会計補助金 40,000

１ 一般会計補助金 40,000
３ 長期前受金戻入 17,458 長期前受金戻入 17,458

１ 長期前受金戻入 17,458
４ 雑 収 益 10 水道敷地使用料 10

１ そ の 他 雑 収 益 10
５ 消費税及び地方消費税還付金 1 存目 1

１ 消費税及び地方消費税還付金 1
３ 特 別 利 益 2

１ 固定資産売却益 1 存目 1
１ 固定資産売却益 1

２ 過年度損益修正益 1 存目 1
１ 過年度損益修正益 1

令和８年度棚倉町上水道事業会計予算説明

収 益 的 収 入 及 び 支 出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　収　　　入

項款 目 節 備　　　　　　　　　　考

簡易水道事業及び下水道事業徴収収納業務委託料



(単位：千円)

予　定　額

１ 水 道 事 業 費 用 343,455
１ 営 業 費 用 312,532

１ 原水及び浄水費 126,541 原水・浄水費 17,963
９ 備 消 耗 品 費 81 施設維持管理費 6,363
10 燃 料 費 48 受水費 102,215
11 光 熱 水 費 498
14 通 信 運 搬 費 131
18 委 託 料 4,863
19 賃 借 料 312
20 修 繕 費 330
22 動 力 費 13,937
23 薬 品 費 4,026
24 材 料 費 100
27 受 水 費 102,215

２ 配水及び給水費 51,461 一般職員費 20,743
２ 給 料 9,725 施設維持管理費 30,718
３ 手 当 4,942
４ 賞与引当金繰入額 1,446
６ 法 定 福 利 費 3,010
７ 法定福利費引当金繰入額 287
９ 備 消 耗 品 費 448
10 燃 料 費 108
11 光 熱 水 費 214
14 通 信 運 搬 費 685
18 委 託 料 19,621
19 賃 借 料 626
20 修 繕 費 6,000
22 動 力 費 2,516
24 材 料 費 300
25 補 償 金 200
26 負 担 金 1,333

　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　出

款 項 目 節 備　　　　　　　　　　考



予　定　額

３ 受 託 工 事 費 1 存目 1
21 工 事 請 負 費 1

４ 総 係 費 33,054 一般職員費 19,634
１ 報 酬 92 一般事務費 13,420
２ 給 料 9,892
３ 手 当 3,812
４ 賞与引当金繰入額 1,443
６ 法 定 福 利 費 2,839
７ 法定福利費引当金繰入額 292
８ 旅 費 305
９ 備 消 耗 品 費 148
12 印 刷 製 本 費 773
14 通 信 運 搬 費 867
16 手 数 料 1,049
17 保 険 料 451
18 委 託 料 6,925
19 賃 借 料 2,072
20 修 繕 費 103
26 負 担 金 1,867
28 貸倒引当金繰入額 117
29 雑 費 7

５ 減 価 償 却 費 100,360 有形固定資産減価償却費 99,274
31 有形固定資産減価償却費 99,274 無形固定資産減価償却費 1,086
32 無形固定資産減価償却費 1,086

６ 資 産 減 耗 費 1,114 固定資産除却費 1,104
33 固定資産除却費 1,104 たな卸資産減耗費 10
34 たな卸資産減耗費 10

７ その他営業費用 1 存目 1
36 雑 支 出 1

２ 営 業 外 費 用 29,892
１ 支 払 利 息 及 び 25,935 企業債償還利息 25,935

企業債取扱諸費 37 企 業 債 利 息 25,935

備　　　　　　　　　　考節款 項 目



予　定　額

２ 雑 支 出 100 その他雑支出 100
39 そ の 他 雑 支 出 100

３ 消費税及び地方消費税 3,857 消費税及び地方消費税 3,857
40 消費税及び地方消費税 3,857

３ 特 別 損 失 31
１ 固定資産売却損 1 存目 1

41 固定資産売却損 1
２ 過年度損益修正損 30 過年度損益修正損 30

42 過年度損益修正損 30
４ 予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000 予備費 1,000
50 予 備 費 1,000

款 節 備　　　　　　　　　　考項 目



(単位：千円)

予　定　額

１ 資 本 的 収 入 120,714
１ 企 業 債 95,400

１ 企 業 債 95,400 水道事業債 95,400
１ 企 業 債 95,400

２ 工 事 分 担 金 1,447
１ 工 事 分 担 金 1,447 上水道布設工事分担金 1,447

１ 上水道布設工事分担金 1,447
３ 工 事 負 担 金 3,862

１ 布設替工事負担金 3,861 布設替工事負担金 3,861
１ 布設替工事負担金 3,861

２ 移設工事負担金 1 存目 1
１ 移設工事負担金 1

４ 固定資産売却代金 1
１ 固定資産売却代金 1 存目 1

１ 固定資産売却代金 1
５ 国 庫 補 助 金 20,004

１ 国 庫 補 助 金 20,004 重要給水施設配水管更新事業交付金 20,004
１ 国 庫 補 助 金 20,004

款 項 目 節 備　　　　　　　　　　考

資 本 的 収 入 及 び 支 出
　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　入



(単位：千円)

予　定　額

１ 資 本 的 支 出 254,007
１ 建 設 改 良 費 128,789

１ 配水設備改良費 127,260 一般職員費 7,274
２ 給 料 3,596 配水設備改良費 119,986
３ 手 当 1,959
６ 法 定 福 利 費 1,179
９ 備 消 耗 品 費 69
10 燃 料 費 64
18 委 託 料 11,495
19 賃 借 料 9
21 工 事 請 負 費 108,349
26 負 担 金 540

２ 営 業 設 備 費 1,529 量水器払出（取付） 1,529
45 量 水 器 購 入 費 1,529

２ 企 業 債 償 還 金 125,218
１ 企 業 債 償 還 金 125,218 企業債元金償還金 125,218

48 元 金 償 還 金 125,218

備　　　　　　　　　　考

　                                 支　　　出

節款 項 目


